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ThePresentconditionsandProspects
oftheChildhoodEducationPolicy
IGARASHIAtsuko
InJapantherearetwochildhoodeducationsystems：kindergarten
andnurseryschooLThekindergartenisconsi（1eredtobepa丘ofthe
schooleducation，andontheotherhand，thenurseryschoolis
consideredtobepartofthewelfareinstitution．Oneisunderthe
controloftheMinistryofEducationandtheotherisunderthecontrol
oftheMinistryofHealthandWelfare．ThistimethebothMinistries
aretryingtocombinethesetwoinstitutionsbecausethenumberof
childrenwhowanttogotokindergartenhasdecreasedandthenumber
ofchildrenwhowanttoattendnurseryschoolhasincreased．They
namedthisnewtypeofinstitution“CertifiedKodomo－En．”Itdoesnot
matterinwhichinstitutionachildiseducated．Itisimportantto
maintainthequalityofchildhoodeducation，especiallythequalityofthe
teachersineveryinstitution．
1．保育制度改革r幼保一元化」の歴史的背景
1．幼稚園と保育所の誕生
同じ就学前教育施設でありながら、幼稚園と保育所という2つの施設が
存在するのは、全く異なる目的をもって誕生した歴史的な背景がある。
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幼稚園の始まりは、明治9（1876）年、東京女子師範学校附属幼稚園
（現在のお茶の水女子大学附属幼稚園）が日本で最初の幼稚園として誕生
したことによる。園長には、東京女子師範学校の教授であった関信三が就
任し、主任保母はドイツ人でフレーベルから直接指導を受けたという松野
クララであった。この時代の幼稚園は、上流階層の子どもたちを対象に、
官主導で設立されたのであった。『日本の幼稚園』（上笙一郎・山崎朋子共
著、ちくま学芸文庫）によると、馬車での送り迎えに加えて、女中に付き
添われた子どもたちもいて、特権階級の子女たちのみが通園していたこと
がわかる。
一方、保育所は、貧民階層の子どもたちを対象に民間の力で設立された。
日本で最初の保育所は、私塾新潟静修学校付設の託児所（1890年）で、塾
の経営者である赤沢夫妻が塾に通う子どもたちの弟や妹たちのために創設
した。このように、戦前の保育制度は、二元化のまま発足した。
2．一元化問題とは何か
そもそも一元化問題は、戦前においては城戸幡太郎を中心とする研究者
と保母による実践的研究を目的とした保育問題研究会（昭和11年に発足）
が主張し、社会において議論されて来た問題であった。戦争中はこのよう
な考えは中断され、終戦後再びこの問題が復活したが、学校教育法と児童
福祉法が制定されたため、「これを根拠として官庁のセクショナリズムは
さらに強くなった傾向が認められる」1ことから、問題解決への実現には
至らなかった、と城戸幡太郎は分析している。実際、城戸は教育刷新委員
会のメンバーであり、同じくメンバーであった倉橋惣三（日本保育学会の
初代会長）と一緒に、この件について厚生省を訪ねたようであったが、徒
労に終わった。
したがって、戦後における保育制度も、二元化のままスタートするに至っ
1城戸幡太郎r幼児教育』福村出版、1968年、p．27
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たのである。つまり、幼稚園は学校教育法によって規定される学校教育機
関として、保育所は児童福祉法によって規定される児童福祉施設として規
定及び制度化されて出発した。とりわけ、後者の児童福祉法において、保
育所の「教育」機能についての明確な記述が欠落していたことが、幼稚園
と保育所の間にある制度的な溝をさらに深くするに至ったとの指摘もあ
る。2昭和23（1948）年、幼稚園、保育所に共通する幼児教育の手引書と
して、「保育要領」を刊行した。戦後は、民主主義社会を早く実現しよう
とする雰囲気の中、幼稚園と保育所の普及は急速に拡がる一方で、幼稚園
と保育所の明確な相違を打ち出した「幼保二元化・分断政策への転換」が
進むことになる。したがって、文部省は、幼稚園と保育所との相違を明確
にするために、昭和28（1953）年に「幼稚園教育要領」を刊行し、さらに
昭和31（1956）年には小学校教育との一貫性を打ち出すために、6領域
（健康、社会、自然、言語、絵画製作、音楽リズム）という保育内容を教
育課程の中に盛り込んだのである。
一方、厚生省は、昭和40（1965）年に「保育所保育指針」を刊行した。
年齢区分に沿った領域が設定され、4歳児以上の保育内容は、「幼稚園教
育要領」の6領域に準じている。また、平成12（2000）年に刊行された
「保育所保育指針」においては、3歳児以上の保育内容は、「幼稚園教育要
領」の5領域（健康、人間関係、環境、言葉、表現）に準じ、幼稚園との
違いを意識してその他に「養護」を基礎的事項として取り上げた。
一番ヶ瀬康子編『保育一元化の原理一子どもの全面的発達をもざして一』
（勤草書房、1975年）の中で、近藤薫樹氏が、次のように指摘しているの
は当然のことである。
差別と区別は、明らかに違うことであり、望ましい区別は必要なことで
あると、近藤は強調しながら、こう述べている。「日本の4、5歳児は、
家庭の事情や親の労働条件によって、ある場合には学校教育法に基づく教
2村山祐一「日本の幼稚園・保育所の歩み」p．132（諏訪きぬ編・著『現代保育学入門』
フレーベル館、2001年）
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育の施設（幼稚園）に行かされ、ある場合は児童福祉法にもとづく福祉の
施設（保育所）に行かされるのです。これは差別でなくて、何でしょう。」
「名称などはどうでもよろしい。養護（福祉）の施設と教育の施設とをわ
けてはいけない、というのが一元化論です」3と。
たとえば、外国の保育制度に目を向けてみると、保育制度の一元化が自
然であることが明らかである。ここでは、デンマークの例を紹介したい。
澤渡夏代ブラント氏の『デンマークの子育て・人育ち』（大月書店）によ
ると、デンマークの幼児保育の行政的な管轄も社会省で統一されていて、
「子どもの庭（デンマーク語から日本語に訳すと）」という名称で統一され
ているという。保育目的と保育内容について、1998年改正のサービス法に
おいて国の方針を打ち出している。国は保育施策についての「枠」を示し、
その「枠」をどのように実施するのかについては、利用者の二一ズに合わ
せるため、それぞれの地方自治体に委ねられている。したがって、デンマー
クでは、r保育義務は自治体にあり、平均20％の市民税を納税している市
民は、自治体のサービスの一環である保育を受けるr権利』がある」4と
いう考えがある。
■．日本における保育一元化に向けての最近の動き
1．幼稚園と保育所のそれぞれの役割
幼稚園は、学校教育法で定められている学校であって、行政上は文部科
学省の管轄に、一方の保育所は、児童福祉法でr保育に欠ける乳幼児を保
育する」と規定され、行政上は厚生労働省の管轄になっている。実際の大
きな違いは行政上の所管が異なることと、対象年齢が異なる程度で、r幼
稚園教育要領」と「保育所保育指針」における保育内容については、3歳
から5歳までは同一内容ですでに一体化が実現されている。
3一番ヶ瀬康子『保育一元化の原理』勤草書房、1975年、p．152～3
4澤渡夏代ブラントrデンマークの子育て・人育ち』大月書店、p．102
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また、最近の傾向として、幼稚園の保育所化と保育所の幼稚園化という
実際の状況がある。幼稚園の預かり保育の実施（平成9年に補助事業を発
足させることにより、急速に拡大する）や保育所における教育活動の実施
で、幼稚園と保育所の問の垣根が取り除かれつつある。したがって、施設
の共有化と複合化が可能になるという背景がある。
2．一元化に向けての保育制度改革
平成10（1998）年に「幼稚園と保育所の施設の共有化に関する指針」が
発表される。この指針が発表されて以降、幼保一体化施設が多く設置され
ている。同一敷地内に幼稚園と保育所があり、園庭とランチルームなどは
共有されているが、保育は基本的に別々に行われている場合の事例を紹介
したい。2000年に誕生した埼玉県北葛飾郡松伏町にある、幼保一体化施設、
まつぶし幼稚園とこどもの森保育園である。詳しくは、園長である若盛正
城氏が、季刊『発達』（ミネルヴァ書房、2005年冬号）に幼保一体化施設
における教育実践について寄稿しているので、参照されたい。
もう一つの事例は、2002年に発足した東京都品川区の「二葉すこやか園」
で、区立二葉幼稚園の中に二葉つぼみ保育園を新設してできた幼保一体化
施設である。0～3歳児は保育園で受け入れ、4歳児からは幼稚園へ移動
することになる。ここの幼稚園児も「預かり保育」を利用すれば、保育園
児と一緒に過ごし午後7時半まで預かってもらうことができる。女性の社
会進出の増加に伴い、全国の保育所待機児童は2004年4月現在で2万4000
人以上、一方幼稚園は定員割れの為5年間で466園が閉鎖した。（2004年10
月7日、毎日新聞掲載記事参照）
3．平成15年6月のr国と地方に係る経済財政運営と構造改革に関する基
本方針2003一骨太方針2003」の中の総合施設に関する新しい方針
「近年の社会構造・就業構造の著しい変化等を踏まえ、地域において児
童を総合的に育み、児童の視点に立って新しい児童育成のための体制を整
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備する観点から、地域の二一ズに応じ、就学前の教育・保育を一体として
捉えた一貫した総合施設の設置を可能とする。（平成18年度までに検討）」
総合施設モデル園は、①幼保連携型、②保育所機能を加えた幼稚園型、
③幼稚園機能を加えた保育所型の3タイプから、全国36施設が選ばれてい
る。平成17（2005）年度全国でモデル事業が実施され、17年末にモデル事
業評価委員会より中間まとめが提出された。さらに今国会では「認定こど
も園」設置のための新法案が審議されている。（2006年4月19日、毎日新
聞掲載記事参照）
具体的な例として、平成10年度の日野市の取り組みを紹介したい。昭和
58年に、「日野市幼児教育センター」を設立し、保育一元化に向けてさま
ざまな取り組みが行われた。
現在、分かれている所管を統合し、公立幼稚園（7園）と公立保育園
（12園）を「幼児園」の名称で統合し、私立幼稚園・保育園との協調を図
りながら施設や人材の再配置をしながら、すべての乳幼児に共通した新し
い保育システムを建設しようというものである。さらには将来小学校、学
童クラブ、児童館との融合を目指し、幼・保・児・小の一貫した制度を確
立しようというものである。5
4．総合施設とは
最後に総合施設つまり「認定こども園」（新しい名称として決定され、
今年10月から園児募集が始まる）とは何かを整理するために、小宮山潔子
氏の言葉をお借りしたい。
「教育・保育を一体的に実施するための新たなサービス提供の枠組みを
作り、既存施設からの転換等を可能にする柔軟な制度」6であることが、
総合施設の理念として挙げることができる。また、総合施設の機能として
5柴崎正行・諏訪きぬr21世紀へ向けての保育の創造』フレーベル館、1999年、
p．167～75
6rくぷくぷ』2005年7月号、チャイルド社、p．33
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は、「親の就労事情にかかわらず、すべての子どもが対象であり、加えて、
子育て家庭への支援や、親子の交流の場を提供する」7ことが重要である。
城戸幡太郎が、6歳以降の子どもたちは義務教育によって平等に教育を
受ける機会が保障されているのに対して、就学前の子どもたちは、両親の
所得、つまり家庭の経済的事情によって幼稚園に行くか、保育所へ行くか
の選択を迫られると、述べている。幼児期における教育はすべての子ども
に対して平等に提供されるべきであるというr義務教育年齢の引き下げ」
にまで城戸は言及している。「保育の一元化と義務制」という言葉を城戸
が中心となって活動していた保育問題研究会のスローガンにした。これに
ついてはまた別の機会に詳しく吟味したい。8
皿．保育所行政の課題
1．公立保育所の民営化急増の現状
2006年7月17日の朝日新聞に掲載された「きょうの論点」のテーマは、
全国各地で急速に増加しつつある公立保育所の民営化についてである。東
京都中野区区長の田中大輔氏は、民営化推進派で、一方、大学で保育学の
教鞭を取る村山祐一氏は、民営化反対派でそれぞれの立場を紙上にて主張
している。中野区を代表とする自治体側は、経費節約や多様な保育サービ
スの提供の実現のために、民営化を推し進めている。一方で、民営化への
緊急な移行の裏には、保護者からの訴訟も相次ぎ、短期間での移行実施な
どの強引な方法が批判されている。
では、公立保育所への民間活力導入は、何故必要であるのか。一方で、
民間活力導入に反対する理由は何かについて、双方の意見について整理し
たい。
民営化を推進したい大きな理由は、人件費削減による運営費の節約であ
rくぷくぷ』2005年7月号、チャイルド社、p．33
城戸幡太郎r幼児教育』福村出版、1968年、p26
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る。具体的には、民営化により次のようなことが実現できたのである。
「100人規模の保育園を民営化したところ、年間約2億円の運営費を5千万
ほど削減できた」9のだ。また、パートなどの雇用が導入されることで、
保護者からの多様な保育二一ズにも適切に応じること可能であることが、
証明されている。
一方の民営化反対の主な理由として、村山氏は、「すべての民営化を否
定するつもりはないが、財政事情による安易な民営化は行政の役割放棄
だ。」1。と主張している。さらに、公立保育園は、その質のレベルの高さを
維持して周りの園のモデルとなるように努めることがその役割であること、
また、補助金を財政的基盤とすることにより私立保育園の底上げを目指し
ていると指摘している。
このような最近の保育所経営における民間参入の急増には、児童福祉法
の改定により、企業が経営に参加可能になったこと、2003年の地方自治法
の改定でr指定管理者制度」という制度変更が実施され、保育所を含む
r公の施設」に関しては、民間会社やNPO法人も経営に参加可能になっ
たことが背景にある。
民営化急増の第二の理由として、汐見氏は、「新自由主義の政治経済論」
という経営の考えが適用されるようになったことを指摘している。今まで、
保育所を含む学校や郵便、医療などの分野において、国や自治体という公
的機関がその経営を担うべきだという考え方から脱することが難しかった
わけであるが、汐見氏が指摘しているように、「こうした公的制度は、制
度自体がある程度固まってしまうと、変化する社会や利用者の二一ズヘの
柔軟な対応が難しくなる」“という批判が出てきたのである。
9朝日新聞rきょうの論点」（2006．7．17掲載）
10同上
11汐見稔幸・近藤幹生・普光院亜紀r保育園民営化を考える』岩波ブックレットNα651、
2005年
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2．公立保育所の民営化における今後の課題
経費節約を可能にする民営化は、誰もが賛成することであろう。しかし、
民営化について危惧される第一の理由として、「保育の質の低下」を挙げ
ることができる。したがって、どうような方策を講じれば、「保育の質の
低下」を防ぐことができるかを考える必要がある。
同時に、r保育の質」とは何かを具体的に考える必要もある。保育者の
質はもちろんのこと、保育環境の質、保育教材の質、保育方法の質など、
多くの要素が関わってくる。要するに、子どもの視点から見た保育の質を
考慮することが重要である。この点に関する保護者の立場からの発言とし
て、普光院亜紀氏の次の言葉を筆者は注目すると同時に、また子育ての責
任ある立場にあるすべての大人がこの言葉の意味を噛み締めるべきだと思
う。「わが子が保育園で家にいるときと同じように、大切に、愛されて一
日を過ごしてほしいと願うのは当然のことです。『愛されているか、大切
にされているか、甘えさせてもらっているか、安心できているか』そんな
不安が、少しずつ解消されて、保育園がわが子にとって第二の『おうち』
になったと感じられたとき、親たちはほっとします。保育園は働く親にとっ
て、電気やガスや水道と同様、ライフラインのように欠かせないサービス
であり、また同時に、かけがいのない場所（場所＋人環境）でもあるので
す。」12
普光院氏が中心となり活動している会員約600名のネットワークを有す
る「保育園を考える親の会」という、仕事と育児の両立に悩む親たちが情
報交換をする全国規模の組織がある。この会には、最近特に、保育園の民
間委託・民営化についての不安の声が各地から届くようになり、その結果、
民問委託・民営化のガイドラインである「子どもたちのために民間委託・
民営化に求められる最低条件10か条」を作成した。13
その中で、一番重要視したい項目は、「人材の確保・育成ができること」
12普光院亜紀、第三章、p．36～7（汐見稔幸他著、前掲書、岩波ブックレット）
13同書、p．42
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r求められるr質』」である。民間委託・民営化の急増の背景には、運営費
の大部分を占める人件費コストの削減のメリットが大きく影響しているこ
とは否めない。人件費コストの削減は、当然に保育士の質の低下というデ
メリットを招くこととなりかねない。保育、つまり教育という場面におけ
る保育士（教師）の存在は、子どもに大きく影響する。r教育は人なり」
とよく言われる所以である。多様な子どもや多様な子どもの家庭環境に対
応できるような柔軟な保育士を育成するには、「研修やマニュアルの整備
だけでは難しく、意欲と能力のある人材を採用し、定着させることができ
る待遇条件の確保が必要です」14という条件が挙げられている。
さらに、r保育士の質」について考える場合、保護者である大人にとっ
ての「質」ではなく、子どもにとっての「質」であることを強調する必要
がある。つまり、保育士の仕事とは何かという、その本質について根本か
ら考えるべきであろう。子どもにとっての保育とは、rそれは、単に身の
回りの世話のことだけではありません。保育士とのかかわりの中で心が育
つこと、豊かな遊びの体験をする中で感性や知性が育つこと、適切な集団
保育の場が保障されることで社会性や人間関係力が育つこと、あるいは、
細やかな配慮を必要とする子どもも育ちを支えられること」15など、広範
囲の内容が含まれている。
「保育の質」は、個々人によって意味する内容が違うという、久武昌人
氏の次のような指摘は、興味深い。
「延長保育や休日保育などの多様なサービスや充実した施設を思い浮か
べる人もいるだろう。いずれも大事な要素ではあるが、より重要なのは、
子どもが安心や信頼を感じるr質』とは何かを考えることではないだろう
か。」16
子どもが「安心と信頼を感じる」ことのできる保育士を配置するという
14同書、p．56
15汐見稔幸・近藤幹生・普光院亜紀、前掲書、p．59
16久武昌人、「私の視点」（朝日新聞、2006．7．17掲載）
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意味で、経験豊富で指導力のあるベテラン保育士の必要性を強調したい。
もちろんベテラン保育士が必ずしも子どもにとって「安心と信頼を感じる」
保育士であるとは限らない。若い保育士の中にも、意欲があって才能が豊
かな保育士がいることは確かである。したがって、年齢構成が異なる保育
士が存在できる園にすることが望まれる。17
さらに、久武氏は、委員を務める文京区の保育園問題検討協議会で議論
されてきた、「保育の質」を維持するための対策について2点を提案して
いる。1つは、保育の現場をチェックできる第三者機関を設立する、2つ
目は、すでに米国で実施されているのだが、園児や保育士の様子を観察し、
保育の質を専門家により客観的に数値化するという評価制度を確立するこ
とである。18
筆者も、保育者の質や園環境の関してのチェック機能を目的とする第三
者機関を設立することにより、子どもが「安心と信頼を感じる」保育士を
養成できるようにすることが緊急の課題であるという提案に全く同感であ
る。利用者である子どもたちの園生活が保障されるためにも、是非実現を
期待したい。
【付記】
この論文は、岩舟町保育所整備検討委員会の第3回会議に於いて、「保
育行政の現状と課題」という題で発表したものに、修正・加筆したもので
ある。小林委員長始め関係者各位にこのような機会を与えて頂いたことを
感謝申し上げたい。
17久武昌人、「私の視点」（朝日新聞、2006，7．17掲載）
18同上
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